
 
資料９ 

小売業者の引取義務外品の回収体制構築に向けたガイドライン（案） 

１．小売業者の引取義務外品に関する基礎情報 

（１）小売業者の義務について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特定家庭用機器再商品化法第９条では、小売業者の引取義務について規定して 

おります。 

 小売業者は、①過去に自ら小売販売した特定家庭用機器が廃棄物となったため、 

排出者から引取りを求められたもの及び②新たに小売販売をするのと引替えに、 

排出者から引取りを求められた同種の特定家庭用機器廃棄物の引取りを義務づけ 

られています。 

 

【図表１ 小売業者に引取義務のある特定家庭用機器廃棄物】 

■過去に購入した小売業者による引取り 

 

   
 

 

  
 
■買替え時の小売業者による引取り 
  
 
 
 
 

  
 

●●電器

○○電機

特定家庭用機器再商品化法（抄） 
（引取義務） 
第９条 小売業者は、次に掲げるときは、正当な理由がある場合を除き、特定家庭用機器 
廃棄物を排出する者（以下「排出者」という。）から、当該排出者が特定家庭用機器廃 
棄物を排出する場所において当該特定家庭用機器廃棄物を引き取らなければならない。 
一 自らが過去に小売販売をした特定家庭用機器に係る特定家庭用機器廃棄物の引取 

りを求められたとき。 
 二 特定家庭用機器の小売販売に際し、同種の特定家庭用機器に係る特定家庭用機器廃 

棄物の引取りを求められたとき。 
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（２）小売業者の引取義務外品とは 

   小売業者の引取義務外品とは、過去に購入した小売業者が存在せず、同種の製

品の買替えでもないため、小売業者に引取義務が課せられていない特定家庭用機

器廃棄物をいいます。例えば、購入した小売業者が廃業しており引取りを依頼で

きない、譲り受けたものや贈答品のため購入した小売業者がわからず引取りを依

頼できない、引越しにより、購入した小売業者が遠方になったため引取りを依頼

することが現実的に困難である、というような事例があります。 

 

【図表２ 小売業者の引取義務外品について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定家庭用機器廃棄物 

 

特定家庭用機器再商品化法に基づく引取義務 
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（３）小売業者の引取義務外品の回収体制の構築の必要性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※中央環境審議会循環型社会部会家電リサイクル制度評価検討小委員会及び産業構造審議

会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキング

グループ合同会合（平成 26年 10月） 

 上記の報告書（抄）に記載のとおり、小売業者の引取義務外品の回収体制が構 

築されていないことにより、消費者の排出利便性が損なわれ、不法投棄や違法な 

廃棄物回収業者への引渡しにつながるおそれがあります。違法な廃棄物回収業者 

へ引き渡された特定家庭用機器廃棄物については、不法投棄、フロンガスや鉛な 

どの有害物質が環境中に放出される不適正処理、不適正な管理による火災などを 

引き起こしている事例が報告されています。さらに、消費者と回収業者の間でト 

ラブルが発生することもあります。 

そのため、一般廃棄物の処理について統括的な責任を有する市区町村は、地域

の実情に応じ、小売業者や一般廃棄物収集運搬許可業者と連携した回収体制を早

急に構築する必要があります。 

 なお、環境省の調査によると、平成 25年度の特定家庭用機器廃棄物については、 

不法投棄台数が約 9万 2千台であり、推計で約 161万台が不適正処理されており 

ます。 

【図表３ 平成 25年度の使用済特定家庭用機器のフロー推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書※（抄） 
 
 小売業者に引取義務が課せられていない特定家庭用機器廃棄物（いわゆる義務外品）に

ついては、回収体制が構築されていない場合には、消費者の排出利便性が損なわれ、不法

投棄や不適正処理のおそれがあることから、一般廃棄物の処理について統括的な責任を有

する市町村が、地域の実情に応じ、小売業者や一般廃棄物収集運搬許可業者と連携した回

収体制を早急に構築する必要がある。 

・・・不適正処理 
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（４）小売業者の引取義務外品の回収体制の構築状況について 

   環境省では、全国の市区町村を対象に小売業者の引取義務外品の回収体制の構

築状況について調査を実施しております。平成 26年４月現在の構築状況は図表

４のとおりとなっております。 

 

【図表４ 小売業者の引取義務外品の回収体制の構築状況について】 

 
義務外品の回収体制を構築

している市区町村 
全市区町村 

全市区町村に占る 

割合（％） 

市区町村数（件） 1,022 1,742 58.7% 

人口（万人） 9,403 12,714 74.0% 

面積（km2） 210,160 371,489 56.6% 

以下のいずれかの方式により小売業者の引取義務外品の回収を行っており、か

つ、地域の小売店や一般廃棄物収集運搬許可業者が回収する場合には、回収主体

の名称及びその連絡先を広報している市区町村を「小売業者による引取義務外品

の回収体制を構築している」ものとした。 

① 市区町村が回収（直営・委託） 
② 市区町村と協定等を締結した家電小売業者が回収 
③ 市区町村から依頼を行った家電小売業者が回収 
④ 家電小売店団体が設置した受付センターが回収 
⑤ 市区町村と協定等を締結した一般廃棄物収集運搬許可業者が回収 
⑥ 市区町村から依頼を行った一般廃棄物収集運搬許可業者が回収 
⑦ 一般廃棄物収集運搬許可業者団体が設置した受付センターが回収 
⑧ 一般廃棄物収集運搬許可業者※が回収（上記⑤～⑦以外で、市区町村が当該業者の名称

及び連絡先を広報） 
なお、住民が自ら指定引取場所に運搬する方法しか存在しない場合には、回収体 

制を構築していないものとした。 
※一般廃棄物収集運搬許可業者には、再生利用指定（廃棄物の処理及び清掃に関する法

律施行規則第２条第２号）を受けた事業者が含まれる。 
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２．小売業者の引取義務外品の回収体制の構築 

【小売業者の引取義務外品の回収体制の構築の要件】 

   図表５の①から⑧までのいずれかの方式で小売業者の引取義務外品を回収し、 

さらに②から⑧の方式については、回収に関する定期的な確認や住民への情報提

供を行っている場合に、小売業者の引取義務外品の回収体制の構築の要件を満た

しているといえます。 

 

【図表５ 小売業者の引取義務外品の回収体制の構築の要件について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表６ 小売業者の引取義務外品の回収体制の例】 

  

① 市区町村が回収（直営・委託） 

② 市区町村と協定等を締結した家電小売業者が回収 

③ 市区町村から依頼を行った家電小売業者が回収 

④ 家電小売店団体が設置した受付センターが回収 

⑤ 市区町村と協定等を締結した一般廃棄物収集運搬許可業者が回収 

⑥ 市区町村から依頼を行った一般廃棄物収集運搬許可業者が回収 

⑦ 一般廃棄物収集運搬許可業者団体が設置した受付センターが回収 

⑧ 一般廃棄物収集運搬許可業者※が回収（上記⑤～⑦以外で、市区町村が当該業者 

の名称及び連絡先を広報） 

※一般廃棄物収集運搬許可業者には、再生利用指定（廃棄物の処理及び清掃に関

する法律施行規則第２条第２号）を受けた事業者が含まれる。 

＋ 

・ ②～⑧の場合に共通的な取組（回収に関する定期的な確認・住民への広報） 

 

い
ず
れ
か 
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３．市区町村において必要な取組事項 

 

（１）特定家庭用機器廃棄物の処分業者の選定について 

  住民から回収する特定家庭用機器廃棄物について、家電リサイクル法に則って処

分するか、又は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第３条第２号ヘ及び第

６条第１項第２号ハの規定に基づき定められている「特定家庭用機器一般廃棄物及

び特定家庭用機器産業廃棄物の再生又は処分の方法として環境大臣が定める方法」

（平成 11年６月厚生省告示第 148号）の基準を満たすことのできる事業者に処分

を委託するかどうか決める必要があります。 

 

（２）住民への情報提供 

  小売業者の引取義務外品の排出方法について、住民にわかりやすく説明すること 

が必要です。 

  市区町村の「ごみの出し方」等印刷物や市区町村のホームページに、小売業者に

引取義務のあるものと引取義務のない小売業者の引取義務外品の場合分けをし、小

売業者の引取義務外品の回収方法については、以下のことについて記載することが

必要です。 

 

 ・ 回収申込みの連絡先 

 ・ 収集運搬に必要な料金 

 ・ 家電リサイクル券の購入方法等※（家電リサイクル法に則って処分する場合に

限る） 

 ・ 処分に必要な料金（回収した特定家庭用機器廃棄物の処分を事業者に委託する

場合に限る） 

※家電リサイクル法に則って処分する場合、製造業者等毎の品目・型式別に定められたリ

サイクル料金を支払う必要があります。支払いは、郵便局に設置している家電リサイクル

券に必要事項を記載し、窓口にてリサイクル料金を振り込むことにより完了します。 

    なお、支払いの証明として、排出時に家電リサイクル券を特定家庭用機器廃棄物に貼付

する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

① 市区町村又は市区町村の委託業者が回収する場合 
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【小売業者の引取義務外品を回収する小売業者への協力依頼】 

   小売業者の引取義務外品の回収を小売業者に依頼する場合、収集運搬を実施す

ることのできる小売業者に対して、小売業者の引取義務外品の収集運搬を実施す

るよう、協定の締結又は協力の依頼を行う必要があります。 

   協定又は協力の依頼の内容は以下のとおりです。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、住民の排出時の負担を軽減するため、家電リサイクル券の発行が可能

であり、更に、住民からの回収日時等の要望に柔軟に対応できる複数の小売業

者と協力の締結又は協力の依頼を行うことが望ましいです。 

    

 

 

 

【小売業者の引取義務外品を回収する家電小売店団体への協力依頼】 

   小売業者の引取義務外品の回収を地域の小売業者団体に依頼する場合、収集運

搬を実施することのできる小売業者団体に対して、小売業者の引取義務外品の回

収受付センターを設置するとともに、団体に所属する小売業者に収集運搬を実施

するよう、協力の依頼を行う必要があります。 

   協力の依頼の内容は以下のとおりです。 

 

 

 

② 市区町村と協定を締結した家電小売業者が回収する場合 

③ 市区町村から依頼を行った小売業者が回収する場合 

  ・ 小売業者の引取義務外品を回収する小売業者の連絡先を市区町村のホー

ムページに記載すること 

  ・ 再商品化料金に関するお問合せに対応すること 

  ・ 収集運搬を依頼された小売業者の引取義務外品については、特定家庭用

機器再商品化法で規定する指定引取場所において製造業者等に引き渡す

こと。ただし、市区町村が搬入場所を別途指定する場合には、それに従

うこと 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬に関して、排出者に請求する料金は、

収集運搬を能率的に行った場合における適正な原価を勘案して定め、適

正な排出を妨げることのないよう配慮すること 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬を中止する場合は、協定を締結又は

協力の依頼を受けた市区町村に速やかに連絡すること 

④ 家電小売店団体が設置した受付センターが回収する場合 
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【小売業者の引取義務外品を回収する一般廃棄物収集運搬許可業者への協力依頼】 

   小売業者の引取義務外品の回収を一般廃棄物収集運搬許可業者に依頼する場

合、収集運搬を実施することのできる一般廃棄物収集運搬許可業者に対して、小

売業者の引取義務外品の収集運搬を実施するよう、協定の締結又は協力の依頼を

行う必要があります。 

   協定又は協力の依頼の内容は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・ 小売業者の引取義務外品の回収受付センターを設置するとともに、回収

依頼があった場合には、住民の排出時の負担を軽減するため、家電リサ

イクル券の発行が可能であり、できる限り住民の回収日時等の要望に応

えることのできる小売業者に回収を行わせること 

  ・ 小売業者の引取義務外品の回収を受け付ける回収センターの連絡先を市

区町村のホームページに記載すること 

  ・ 再商品化料金に関するお問合せに対応すること 

  ・ 収集運搬を依頼された小売業者の引取義務外品については、特定家庭用

機器再商品化法で規定する指定引取場所において製造業者等に引き渡

すこと。ただし、市区町村が搬入場所を別途指定する場合には、それに

従うこと 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬に関して、排出者に請求する料金は、

収集運搬を能率的に行った場合における適正な原価を勘案して定め、適

正な排出を妨げることのないよう配慮すること 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬を中止する場合は、協力の依頼を受

けた市区町村に速やかに連絡すること 

⑤ 市区町村と協定を締結した一般廃棄物収集運搬許可業者が回収する場合 

⑥ 市区町村から依頼を行った一般廃棄物収集運搬許可業者が回収する場合 

  ・ 小売業者の引取義務外品を回収する一般廃棄物収集運搬許可業者の連絡

先を市区町村のホームページに記載すること 

  ・ 収集運搬を依頼された小売業者の引取義務外品については、特定家庭用

機器再商品化法で規定する指定引取場所において製造業者等に引き渡す

こと。ただし、市区町村が搬入場所を別途指定する場合には、それに従

うこと 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬に関して、排出者に請求する料金は、

収集運搬を能率的に行った場合における適正な原価を勘案して定め、適

正な排出を妨げることのないよう配慮すること 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬を中止する場合は、協定を締結又は

協力の依頼を受けた市区町村に速やかに連絡すること 
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なお、住民の排出時の負担を軽減するため、住民からの回収日時等の要望に柔

軟に対応できる複数の一般廃棄物収集運搬許可業者と協力の締結又は協力の依頼

を行うことが望ましいです。 

    

 

 

 

【小売業者の引取義務外品を回収する一般廃棄物収集運搬許可業者団体への協力依

頼】 

   小売業者の引取義務外品の回収を地域の一般廃棄物収集運搬許可業者団体に

依頼する場合、収集運搬を実施することのできる一般廃棄物収集運搬許可業者団

体に対して、小売業者の引取義務外品の回収受付センターを設置するとともに、

団体に所属する一般廃棄物収集運搬許可業者に収集運搬を実施するよう、協力の

依頼を行う必要があります。 

   協力の依頼の内容は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 一般廃棄物収集運搬許可業者団体が設置した受付センターが回収する場合 

  ・ 小売業者の引取義務外品の回収受付センターを設置するとともに、回収

依頼があった場合には、住民の排出時の負担を軽減するため、できる限

り住民の回収日時等の要望に応えることのできる一般廃棄物収集運搬許

可業者に回収を行わせること 

  ・ 小売業者の引取義務外品の回収を受け付ける回収センターの連絡先を市

区町村のホームページに記載すること 

  ・ 収集運搬を依頼された小売業者の引取義務外品については、特定家庭用

機器再商品化法で規定する指定引取場所において製造業者等に引き渡す

こと。ただし、市区町村が搬入場所を別途指定する場合には、それに従

うこと 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬に関して、排出者に請求する料金は、

収集運搬を能率的に行った場合における適正な原価を勘案して定め、適

正な排出を妨げることのないよう配慮すること 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬を中止する場合は、協力の依頼を受

けた市区町村に速やかに連絡すること 

 



10 
 

 

 

 

 

 

【小売業者の引取義務外品を回収する一般廃棄物収集運搬許可業者（⑤から⑦以外で

再生利用指定を受けた事業者が含まれる）への周知】 

   小売業者の引取義務外品の回収を一般廃棄物収集運搬許可業者（⑤から⑦以外

で再生利用指定を受けた事業者が含まれる）が行う場合、収集運搬を実施するこ

とのできる一般廃棄物収集運搬許可業者（⑤から⑦以外で再生利用指定を受けた

事業者が含まれる）に対して、小売業者の引取義務外品の収集運搬を実施するよ

う周知する必要があります。 

   周知する内容は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

なお、住民の排出時の負担を軽減するため、住民からの回収日時等の要望に柔

軟に対応できる、複数の一般廃棄物収集運搬許可業者に義務外品の回収を実施さ

せることが望ましいです。 

    

 

 

 

 

【小売業者の引取義務外品の回収に関する定期的な確認】 

上記の②～⑧の方法において小売業者の引取義務外品の回収を行う場合、消費 

者が回収主体に依頼したにも関わらず回収を断られたということのないよう、回 

収主体が協定、依頼、周知内容に基づいて回収を実施しているかどうか、市区町 

村は定期的に確認する必要があります。 

 

⑧ 一般廃棄物収集運搬許可業者※が回収 

※一般廃棄物収集運搬許可業者には、再生利用指定（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規

則第２条第２号）を受けた事業者が含まれる。 

  ・ 収集運搬を依頼された小売業者の引取義務外品については、特定家庭用

機器再商品化法で規定する指定引取場所において製造業者等に引き渡す

こと。ただし、市区町村が搬入場所を別途指定する場合には、それに従

うこと 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬に関して、排出者に請求する料金は、

収集運搬を能率的に行った場合における適正な原価を勘案して定め、適

正な排出を妨げることのないよう配慮すること 

  ・ 小売業者の引取義務外品の収集運搬を中止する場合は、許可を受けてい

る市区町村に速やかに連絡すること 

 

・ ②～⑧の場合に共通的な取組 
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 【住民への広報】 

   小売業者の引取義務外品の回収方法について、住民にわかりやすく説明するこ 

とが必要です。 

   「ごみの出し方」等の印刷物や市区町村のホームページに、小売業者に引取義

務のあるものと、引取義務のない義務外品との場合分けをし、義務外品の回収方

法については、以下のことについて記載することが必要です。 

 

 ・ 回収主体の名称及び連絡先 

 ・ 収集運搬料金の問い合わせ先 
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【住民にとって排出先がわかりやすい広報の例】 
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【小売協力店一覧】 

店舗名 住所 電話番号 

●●電気 ○○市○○ ●●●-●●●● 

 

【収集運搬許可業者一覧】 

店舗名 住所 電話番号 

●●運送 ○○市○○ ●●●-●●●● 
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 【住民にとって排出先がわかりにくい広報の例】 

  以下の内容の広報では、問い合わせ先が「最寄りの小売店」としか記載されてい

ないため、住民にとってどこに回収を依頼すれば引取りにきてもらえるのかわかりに

くいことから、回収主体の名称及び連絡先を記載する必要があります。 

 

 

＜以下のページに市区町村の取組事例を記載予定＞ 

 

 

 

 


